
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                

（単位：百万円）

【流動資産】 5,634 【流動負債】 920

現金及び預金 1 買掛金              331

受取手形 3 未払金              126

電子記録債権 55 未払法人税等 52

売掛金              2,120 未払消費税等        80

商品                126 賞与引当金 194

原材料              46 損害賠償損失引当金 105

仕掛品              437 製品保証引当金 13

貯蔵品              33 その他 16

前払費用            15 【固定負債】 155

短期貸付金          2,765 退職給付引当金 107

未収入金            26 役員退職慰労引当金 48

その他 2

【固定資産】 374 1,076

【有形固定資産】 152

　建物及び建物付属設備 68 【株主資本】 4,932

　構築物 2 資本金 310

　機械装置 12 利益剰余金 4,622

　　(注２)当期減少額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額です。　車両運搬具 17 　利益準備金 77

　　　　工具器具備品 50 　その他利益剰余金 4,544

　建設仮勘定 2 　　　別途積立金 353

【無形固定資産】 57 　　　繰越利益剰余金 4,191

　ソフトウエア 20

　その他 0

　ソフトウエア仮勘定 36

【投資その他の資産】 164

　長期前払費用        5

　保証金              15

　繰延税金資産 143

　その他 0 4,932

6,008 6,008

　　　当期純利益 256

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計

貸　借　対　照　表
2023年 3月31日現在

資産の部 負債の部

純資産の部

負債合計



１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）

を採用している。

（２）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産

定額法を採用している。

　②無形固定資産

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法を採用している。

（３）引当金の計上基準

　①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　②賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度負担分を計上している。

　③損害賠償損失引当金

将来の損害補償損失に備えるため、損失の発生が予測され、かつ、その金額を合理的に見積も

ることができるものについて、当該損失見込額を計上している。

　④製品保証引当金

製品の引渡後に発生する補修費用等の将来における支出に備えるため、当該費用の発生額を個

別に見積って計上している。

　⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上している。過去勤務費用は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（16年）による定額法により費用処理している。数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（16年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。

　⑥役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（４）収益及び費用の計上基準

　一部の工事契約については、支配が一定期間にわたり移転することから、履行義務の進捗に

応じて収益を認識している。

進捗度は、原価の発生が工事の進捗度を適切に表すと判断しているため、見積総原価に対する

累積実際発生原価の割合で算出している。

なお、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり

認識する方法による売上高は、1,245百万円である。

　当社は、主に鉄道車両用部品のメンテナンスに使用されている装置等の設計・製造・販売、

建築業の建築部材、環境分野、研究所等で使用される装置等の設計・製造・販売を行っている。

　②一定期間にわたり充足される履行義務

個　別　注　記　表
自　2022年 4月 1日　至　2023年 3月31日

　①一時点で充足される履行義務

　物品の販売については、主として、当該物品を顧客が検収した時点で収益を認識している。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれてい

ない。



（５）グループ通算制度の適用

日本製鉄株式会社を通算親法人とするグループ通算制度の適用を受けている。

（６） 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

2.貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 1,222百万円

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　短期金銭債権 2,985百万円

　　　短期金銭債務 74百万円

（３）顧客との契約から生じた債権

　　　受取手形 3百万円

　　　売掛金 1,162百万円

（４）契約資産

　売掛金 957百万円

3.損益計算書に関する注記

（１）関係会社との取引

　　営業取引

　　　売上高 799百万円

　　　その他（原価・販売費及び一般管理費） 68百万円

　　営業取引以外 2百万円

（２）顧客との契約から生じる収益

売上高 5,273百万円

4.株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数  　6,200株

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当

当社は、当期から、グループ通算制度を適用している。また、「グループ通算制度を

適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」 （実務対応報告第 42 号 2021年

8 月 12 日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果

会計の会計処理並びに開示を行っている。

①当事業年度中に行った剰余金の配当

決議 配当財産の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2022年6月27日

定時株主総会
金銭 106 17,200 2022年3月31日 2022年6月28日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　2023年6月26日の定時株主総会の議案として、剰余金の配当に関する事項を

　　次の通り提案している。

　　　　ⅰ)　配当金の総額

　　　　ⅱ)　１株当たり配当額

　　　　ⅲ） 基準日

　　　　ⅳ） 効力発生日

2023年3月31日

2023年6月27日

20,670円

128百万円



5.金融商品に関する注記

　　「売掛金」及び「短期貸付金」については、短期間に決済されるため時価が帳簿価額に

　　  するものであることから、記載を省略している。

6.税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金等に係る一時差異である。

7.関連当事者との取引に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報は、「１.重要な会計方針に係る事項に関する注記（４）

収益及び費用の計上基準」に記載の通りである。

9.１株当たり情報に関する注記

　　１株当たり純資産額 795,520円

　　１株当たり当期純利益 41,331円

8.収益認識に関する注記

（１）親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称

議決権の所

有(被所有)

割合

関連当事者との

関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

当社製品の販売 売上(注１) 799 売掛金 220

資金の預入払出(注２) △ 549 短期貸付金 2,765

受取利息(注２) 2 － －
資金の預託

親会社 日本製鉄㈱
被所有

直接100%

(注１)価格その他の取引条件は、当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定している。

　　　なお一部については、当社の製造コストを基に親会社の規定に則った価格で取引している。

(注２)資金の預入払出は、日本製鉄グループ内におけるCMS (キャッシュ・マネジメント・システム)

　　　利用によるものであり、当社と日本製鉄㈱との間で基本契約を締結している。

　　　また、受取利息の利率は市場金利を勘案して決定している。


